
５．防災意識改革と防災教育の推進

（幹事機関：三重県（発表：愛知県））
（副幹事機関：中部地方整備局）
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優先的に取り組む連携課題（10 課題）の中間レビューヒアリング結果とりまとめ（H28.3.31 時点。予定含む。）（5/10） 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】 

【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】 

優先的に取り組む 

連携課題（幹事機関） 
5. 防災意識改革と防災教育の推進（三重県） 

項目 防災意識改革と防災教育の推進に関する検討などを行う 

達成状況 

･平成 24 年度に、中部圏の防災部局及び教育部局が取り組むべき共通の課題を整理し、その「課題」を「取組方針」として策定した。 

 

･取組方針策定後、平成 25 年度からどのようにフォローアップしていくのかについて議論した結果、年に 2 回程度、中部 5 県の防災部局、教育部局

の担当者で、各県の取組内容や取組状況を紹介し合う形で情報共有および意見交換を実施することとなった。 

 

･その後、年 2回の担当者会議にて各県の取組内容や取組状況を紹介し、情報共有及び意見交換を実施した。また各県での防災教育に関する講座等の

情報を担当者間で情報共有するため、過去の実績をとりまとめ、副幹事である中部地整地震津波対策センターＨＰに掲載を行った。 

他の連携機関に対す
る連携にあたっての 

要望事項 
なし 

課題・懸案事項等 

■5県に対する防災教育の聞き取り調査の結果、主なものとして以下の要望・課題が挙げられている。 

①災害の映像や画像、体験談など、自由に利用可能なコンテンツの提供 

･著作権に制約のない、防災教育に活用可能な映像・画像・体験談・統計データなどのコンテンツを必要としている。 

②防災人材の育成に対する必要な講座や、育成した人材の活用方法が整理できていない 

･防災教育に関する講座が多く体系的に整理できていない。防災人材の活用に着目した場合にどのような講座が適切であるか整理できていない。 

･人材育成は出来ているが、育成した防災リーダーをいかに活用するか整理できていない。 

 

5 県が「事業」として連携することは難しいことから、当連携課題の目的は、情報共有や意見交換による「検討」に留まっていますが、「情報」の連

携による各県支援の可能性について検討することも有効ではないかと考えています。 

（例）講師やカリキュラムに関する個別の情報、人材活用の事例等 

達成状況の評価 ▲ 
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１.「中部圏としての取組方針」

平成２４年度に「防災意識改革と防災教育の推進に関する検討会」にて、中部圏（長野県、岐阜
県、静岡県、愛知県、三重県）の防災部局及び教育部局が主体として取り組むべき共通の課題を
整理し、取組方針を策定。

大規模災害から被害を最小限にするため、自らの身の安全は自ら守る「自助」、自ら
の地域は皆で守る「共助」を基本に、地域性を踏まえ防災意識改革と防災教育の推進
に関する検討などを行う。

「中部圏としての取組方針」策定

Ａ．防災リーダーの育成

課題１：防災業務に直結する防災リーダー育成の充実
1-1 防災リーダーになるべき人の育成に力点を置いた取組の実施（短期）
1-2 防災リーダーの育成・フォローアップ（スキルアップ）に関する教育内容等を

情報共有（短期）
1-3 各県で共通利用可能な教材を整備 （長期）
1-4 各県の取組を財政的に支援するような働きかけを戦略会議に対し提言 （長期）

課題２：防災リーダーの活動に関する情報共有・連携
2-1 防災リーダーについてリスト化し、情報共有 （短期）
2-2 防災リーダーの活動状況を情報共有 （短期）
2-3 県・地域間で防災リーダーを相互活用（短期）
2-4 各県の防災リーダー会同士の連携強化 （長期）

課題３：若い世代の参加促進
3-1 講座内容等、取組を情報共有 （短期）
3-2 子供が親になるまでの20年を一区切りとした継続的教育を実施（長期）
3-3 より幅広い世代に講座を拡大（長期）

Ｂ．地域の防災活動・防災教育の充実

課題４：地域の災害特性を理解するための取組の充実
4-1 地域の防災教育の内容を情報共有 （短期）

4-2 まち歩きなど体験型の活動を促進（短期）
4-3 住民が自分で学習できる仕組み、より分かりやすい教育ツールの開発・展開 （長期）
4-4 過去の被災記録等を活用した注意喚起用の説明板等の設置補助の働きかけ （長期）

課題５：地域と連携した実践的な取組の促進
5-1 取組内容の情報共有 （短期）

5-2 被災地での経験を生かした地域連携の強化（短期）
5-3 地域と連携した防災訓練、講演会などの充実化 （長期）
5-4 補助金制度の継続、被災地派遣に関する費用補助支援についての働きかけ （長期）

課題６：今後10年※の間で活用できる防災教育に関する手引きの充実
6-1 防災教育の手引き、教材等を情報共有 （短期）
6-2 教職員への研修内容・教材の共通化（長期）

※：学習指導要領が平成23年度から改訂され、10年間は不変

Ｃ．被災記録の活用

課題７：県内の被災記録の整理・集約化
7-1 被災記録の収集状況・提供状況を情報共有 （短期）

課題８：過去の災害から得られる教訓の活用
8-1 災害の伝承方法、風化させない取組の情報共有 （短期）

8-2 防災リーダー、教員等に対する研修の場での活用 （長期）
（被災記録、災害の教訓を教材化）
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２.「担当者会議」の開催

■担当者会議の開催

開催時期 主 な 内 容

H25.4.25 中部圏取組方針の確認

各県の取組内容の情報共有

H26.2.3
各県の取組内容の情報共有
防災教育に関するアンケート調査報告

対象：中部5県管内の市町村及び公立小中学校

H26.5.15
各県の取組内容の情報共有
 重点テーマに関する意見交換

【課題１;防災業務に直結する防災リ－ダー育成の充実】

H26.12.4
各県の取組内容の情報共有
 重点テーマに関する意見交換

【課題２;防災リーダーの活動に関する情報共有・連携】

防災リーダ育成に関する講座（研修）の取組状況

H27.5.26
各県の取組内容の情報共有
 重点テーマに関する意見交換

【課題３;若い世代の参加促進】
防災リーダー育成に関する事例集

H27.12.16
各県の取組内容の情報共有
 重点テーマに関する意見交換

【課題４;地域の災害特性を理解するための取組の充実】

「中部圏としての取組方針」の推進を図るため、定期的（年２回程度）に中部５県の
担当者（防災部局・教育部局）による情報共有及び意見交換を実施。
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中部５県の防災教育の取組状況（ＨＰ公開）の紹介

○中部５県（長野、静岡、岐阜、愛知、三重）の防災・教育関係部局が主催・共催・
協力等をしている防災教育の講座に関する各種情報について、担当者間における情
報共有の他、各県の市町村担当者にも広く紹介するために活用。

○講座の内容（年度〈Ｈ２５-Ｈ２７〉、開催県、実施主体、対象者、開催月、日数、
講座種別）や講師（分類、所属団体名、講師名）から検索が可能。

内容から検索
キーワード、年度、開催県、実
施主体、対象者、開催月、日
数、講座種別、内容

講師から検索
分類（学識・行政・その他）、
所属団体名、
講師名

【キーワード検索及び絞り込み項目】

【 ：ファイルマーク】
・講座の資料（関係者のみ）
などの閲覧画面へ移行

キーワードまたは絞り込み項目に
該当する講座一覧が表示される

絞り込み項目

【 ：詳細ボタン】
・各講座のカリキュラ
ムが表示される
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講師から検索

内容から検索
【HP画面例】

３.中部５県の防災教育の取組状況（ＨＰ公開）の紹介
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防災人材の育成①

４.愛知県の取組状況

あいち防災協働社会推進協議会（会長：愛知県知事）

行 政 地域団体 自主防災組織 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO等事業者団体

災害に強い地域づくりに向けた活動方針（H19.7.4決定）
[重点取組事項] ①防災知識の普及啓発 ②安全への備えの促進

③連携による地域防災力の向上

～防災・減災カレッジ～

災害に強い安心安全な地域づくりに向け、防災・減災のた

めの人材育成を図ることを目的とし、平成２４年度にあいち

防災協働社会推進協議会、愛知県、名古屋市、国立大学

法人名古屋大学、愛知県商工会議所連合会、一般社団法

人中部経済連合会、防災のためのボランティア連絡会及

びなごや災害ボランティア連絡会と「地域協働による防災・

減災のための人材育成に関する協定」を締結している。

○２７年度の新たな取組み

・防災基礎研修の回数増（３→４回）
・県の新規採用職員に対する防災基礎研修の受講
実施（約４００名）

・防災・減災ツアーに歴史地震まちあるきを追加
（半田市）

・防災行政コース、啓発指導講座の回数増

防災協働社会形成
推進事業

・推進大会

・防災・減災ｶﾚｯｼﾞ

・防災情報紙発行

・市町村における県

民運動推進母体の

設立促進

地震防災普
及啓発事業

・地震体験車
による啓発

・小中学生等
への啓発

防災リーダー育成支援事業

防災ボランティア活動支援事業

県民運動
の推進

災害に強い地域づくりの実現

市町村レベルでの
推進母体の設置

事業所

地域団体

自主防災
組 織

行政

学校・PTA 消防団

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民生委員

～あいち防災協働社会推進協議会～

防
災
・
減
災
カ
レ
ッ
ジ

受
講
風
景

※

名
古
屋
大
学

豊
田
講
堂

↓

↑イ
ベ
ン
ト
の
様
子

愛
知
県
知
事
・

防
災
ナ
マ
ズ
ン

防
災
貢
献
団
体
を

表
彰
し
ま
し
た

～家具等転倒防止対策推進フェア及びあいち

防災フェスタ・防災＆ボランティアフォーラム～
毎年１１月の第２日曜日は「愛知県地震防災推進条例」に

定める“あいち地震防災の日”としており、これまでも防災

啓発イベントを行ってまいりました。今年度も同様、１１月８

日に上記イベントを開催しました。
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防災人材の育成②

４.愛知県の取組状況

○主 催・・・国立大学法人名古屋大学、愛知県防災局、

愛知県教育委員会

○協 力・・・認定特定非営利活動法人レスキューストックヤード、

特定非営利活動法人あいち防災リーダー育成支援ネット

○参加校・・・毎年、県内の高等学校１５校

各校生徒４名と教師１名が２か年に渡って参加

～防災ボランティアコーディネーター養成講座～
あいち防災協働社会推進協議会が主催する防災・減災カレッジ（平成２４年度

～）において、防災ＶＣｏコース（入門講座）を開催するほか、防災ボランティア

コーディネーターの更なるスキル向上を目的とするフォローアップ講座（平成９

年度～）、レベルアップ講座（平成２０年度～）を開催している。

県入門講座を修了したボランティアコーディネーターほか、市町村や他団体が

養成したボランティアコーディネーターも受講できる講座となっている。

～高校生防災セミナー～
「高校生防災セミナー」は、高校生を対象に、

自然災害に対する知識や技術の習得などに

よる防災対応能力の向上とともに、災害時には

積極的にボランティア活動へ参加しようとする

心を育て、学校や地域の防災力向上に貢献

できる防災リーダーの育成を図るものである。

平成16年度から県教育委員会主催で実施して

いたが、平成22年度から、名古屋大学が講師、

場所等を無償で提供する形で、県教育委員会と双方で協定書をとり交わして実施し

ている。防災局は、平成22年度から共催し、県教育委員会とともに主催者として事

業を実施している。

←
平成２７年度高校生防災セミナー
集合写真

↑
平成２７年度高校生防災セミナー
ＤＩＧ演習の様子

平成２７年度高校生防災セミナー
演習の様子 →

【参考】

○防災ボランティアコーディネーター入門講座修了者（平成２６年度末まで）

１０，４７６名 愛知県…１，１９３名 市町村…８，３７６名 日赤…３７２名
県社会福祉協議会…２９２名 トヨタボランティアセンター…２５名
日本ボーイスカウト愛知連盟…８３名
防災・減災カレッジボランティアコーディネーター…１３５名

○防災ボランティアコーディネーターフォローアップ講座修了者（平成２６年度末まで） ４，０５８名

○防災ボランティアコーディネーターレベルアップ講座修了者（平成２６年度末まで） ５３５名

○平成２６年度フォローアップ講座の様子

日時 会場

平成27年 12月20日（日） 大府市役所多目的ホール

平成28年 1月 9日（土） ウィルあいち 大会議室

平成28年 1月24日（日） 豊橋市民センター多目的ホール

平成28年 2月 6日（土） 岡崎市福祉会館 ホール

日時 会場

平成28年2月20日（土） 大府市役所多目的ホール

＜フォローアップ講座＞

＜レベルアップ講座＞
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家具等転倒防止対策推進事業①

４.愛知県の取組状況

～家具等転倒防止

対策推進フェア～
家具等転倒防止器具販売店始め家

具・家電販売事業者や家具転倒防止

ボランティアなどの団体の出展、家具

固定に関する相談や実演、パネル

等の展示等を行う県民向けの啓発イ

ベントを開催した。

※あいち防災フェスタ・防災＆ボラン

ティアフォーラムと同時開催

～家具固定推進検討会～
平成27年4月11日に、あいち防災協働社会推進協議会構成員の

有志からなる検討会として設置し、家具固定を推進するための

具体的な対策等を検討している。

防災対策の中でも、家具の固定は、身近で比較的簡単にできる

取組であり、平成２６年５月に県が公表した東海・東南海・南海

地震等被害予測調査結果の中でも高い減災効果が示された。

しかし、平成２５年度の防災（地震）に関する意識調査結果では

家具の固定率は５６％にとどまっており、平成２６年１２月に策定

された「第３次あいち地震対策アクションプラン」では、「家具固定

の促進」として重点的に取り組む事項に位置づけ、家具固定率

を平成３５年度までに６５％に引き上げる（９ポイントＵＰ）こととし

た。

※平成２５年５月に国の中央防災会議が発表した「南海トラフ巨

大地震対策について（最終報告）」においても、「地方公共団体

が家具等の固定措置やガラスの飛散防止措置等の実施状況の

把握とその実施率の向上促進に努める必要がある。」と明記さ

れている。

～家具固定相談窓口の設置～
平成27年9月1日（火）に家具固定に関する

相談窓口を防災局内に設置し、県民からの

相談に応じる他、自主防災会等に対し、家

具固定推進員を派遣し、家具固定の推進

を図る。

～民間事業者と連携した啓発～

・ホームセンター（ＤＣＭカーマ）と連携したキャンペーン

平成27年8月30日(日)から平成27年9月30日(水)

県内店舗の家具転倒、落下、移動防止器具を始めとし

た防災用品を扱うコーナーに家具固定啓発チラシを

設置（６９店舗）

平成28年1月17日（日）

城北店にて防災啓発イベントを実施

・愛知県電機商業組合と連携したキャンペーン

平成27年9月1日(火)から平成27年9月30日(水)

高齢者宅の「無料点検訪問活動」

に合わせ、家具固定啓発チラシと

耐震ジェルマットを配布

・愛知県トラック協会と連携した

キャンペーン 他

～家具固定推進員の派遣～
・派遣対象：自主防災会等

・派遣期間：平成27年10月1日（木）から平成28年3月21日（月）まで

・派遣回数：４８回（平成28年2月末現在）

《家具固定推進員の登録について》

推進員を登録するにあたり、市町村やボランティア団体を通じて県内から

募集を行う。

～推進員の条件として～

①家具固定ボランティアの実績が１０件以上あること

②家具固定器具の取付およびその指導をボランティアとして実施する意思が

あること

をもって登録を行う。

・・・平成２７年度家具固定推進員 ８３名登録

愛知県本庁舎２階
家具固定相談窓口→

↑

家
具
固
定
ブ
ー
ス

と
愛
知
県
知
事

家具固定相談窓⼝
☎０５２－９５４－６７００

耐震ジェルマット→
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講習会、イベント、防災訓練など

県（事務局）
愛知県防災局防災危機管理課 啓発グループ

電 話 ０５２－９５４－６７００
（ダイヤルイン）

電子メール bosai@pref.aichi.lg.jp

住民・地域団体

市町村

① 派遣依頼（様式２）

あいち防災リーダー会
・推進員との連絡調整

④ 派遣決定（様式４）

⑥ 実施報告（様式５）

愛知県家具固定推進員⑤ 派遣・講習

③ 講習依頼（様式３） ② 派遣調整

＜手続きの流れ＞

※派遣希望日の1ヶ月前まで【申込者】

◆ 派遣対象及び活動内容は？

県内の市町村や自主防災組織、学校、企業、地域団体等が主催し、概ね１０名以上の参加が見込まれる講習会やイベント、防災訓
練などで家具固定器具の取付実演や啓発活動を実施していただきます。

◆ 費用は？
・家具固定推進員の派遣費用は無料です。 （旅費は、県が実費負担します。）
・講習に必要な固定器具などは、県で準備しますのでご相談ください。
（予算の都合上、年内まで）

・会場の使用料等については、申込者側の負担になります。

４.愛知県の取組状況

家具等転倒防止対策推進事業②
～家具固定推進員制度の概要～

↑

愛
知
県
家
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防災意識改革と防災教育及び人材育成の推進

○『人材育成ワーキング』と『「防災意識改革と防災教育の推進」に関する担当者会議』は、

南海トラフ巨大地震などの災害被害を最小化するべく「自分の命は自分で守る（自助）」

「近隣が互いに助け合う（共助）」の意識を国民全体に根付かせるため、再構築した連携課題

「防災意識改革と防災教育及び人材育成の推進」のもと、互いの検討内容や成果をそれぞれの

活動にフィードバックし、防災意識改革や防災教育、人材育成に係る課題解決を目指します。

新たな取り組み

最終目的：国民全体に自助･共助の意識を根付かせる

「5.防災意識改革と防災教育の推進」
『「防災意識改革と防災教育の推進」に

関する担当者会議』

「中部圏としての取組方針」

～ 教育実績のある県の特色や個性を
生かした防災教育の推進 ～

長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

防災に関する人材育成の推進
『人材育成ワーキング』

防災関係機関や教育機関、経済団体による防災教育

の取り組み状況の整理・分析を行い、必要となる育成対

象者や育成内容を検討し、各機関による役割分担を明確

にする。その上で中部圏全体として人材育成の枠組みを

構築し、中核となる人材を育て、県域にとらわれない住民

全体の防災意識の底上げを行うべく幅広い啓発活動を検

討する。

活動概要
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